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社会保険医療協議会法 

（昭和 25 年３月 31 日法律第 47 号） 

最終改正：平成 27 年５月 29 日法律第 31 号 

 

（設置） 

第１条 厚生労働省に、中央社会保険医療協議会（以下「中央協議会」という。）を置

く。 

２ 各地方厚生局（地方厚生支局を含む。）に、地方社会保険医療協議会（以下「地方

協議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 中央協議会は、次に掲げる事項について、厚生労働大臣の諮問に応じて審議

し、及び文書をもつて答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議するこ

とができる。 

一 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 76 条第２項の規定による定め、同法

第 85 条第２項の規定による基準、同法第 85 条の２第２項の規定による基準、同

法第 86 条第２項第１号の規定による定め及び船員保険法（昭和 14 年法律第 73

号）第 58 条第２項の規定による定めに関する事項 

二 健康保険法第 88 条第４項の規定による定めに関する事項 

三 健康保険法第 63 条第２項第３号及び第５号の規定による定め（同項第３号に規

定する高度の医療技術に係るものを除く。）、同法第 70 条第１項及び第 3 項並びに

第 72 条第１項の規定による厚生労働省令、同法第 92 条第２項の規定による基準

（指定訪問看護の取扱いに関する部分に限る。）、船員保険法第 54 条第２項の規定

による厚生労働省令、同法第 65 条第 10 項の規定による厚生労働省令、国民健康

保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 40 条第２項の規定による厚生労働省令並び

に同法第 54 条の２第 10 項の規定による厚生労働省令に関する事項 

２ 地方協議会は、保険医療機関及び保険薬局の指定及び指定の取消し並びに保険医

及び保険薬剤師の登録の取消しについて、厚生労働大臣の諮問に応じて審議し、及び

文書をもつて答申するほか、自ら厚生労働大臣に、文書をもつて建議することができ

る。 

 

 （組織） 

第３条 中央協議会又は地方協議会は、それぞれ、次に掲げる委員 20 人をもつて組織
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する。 

一 健康保険、船員保険及び国民健康保険の保険者並びに被保険者、事業主及び船舶

所有者を代表する委員     ７人 

二 医師、歯科医師及び薬剤師を代表する委員    ７人 

三 公益を代表する委員              ６人 

２ 厚生労働大臣は、地方協議会において特別の事項を審議するため必要があると認

めるときは、前項各号の規定による委員の構成について適正を確保するように配慮し

つつ、臨時委員を置くことができる。 

３ 厚生労働大臣は、それぞれ中央協議会又は地方協議会において専門の事項を審議

するため必要があると認めるときは、その都度、各 10 人以内の専門委員を置くこと

ができる。 

４ 委員、臨時委員及び専門委員は、厚生労働大臣が任命する。 

５ 厚生労働大臣は、第１項第１号に掲げる委員の任命に当たつては医療に要する費

用を支払う者の立場を適切に代表し得ると認められる者の意見に、同項第２号に掲げ

る委員の任命に当たつては地域医療の担い手の立場を適切に代表し得ると認められ

る者の意見に、それぞれ配慮するものとする。 

６ 中央協議会の公益を代表する委員の任命については、両議院の同意を得なければ

ならない。 

７ 前項の場合において、国会の閉会又は衆議院の解散のために両議院の同意を得る

ことができないときは、厚生労働大臣は、同項の規定にかかわらず、同項に規定する

委員を任命することができる。 

８ 前項の場合においては、任命後最初の国会で両議院の承認を得なければならない。

この場合において、両議院の承認を得られないときは、厚生労働大臣は、直ちにその

委員を罷免しなければならない。 

９ 厚生労働大臣は、第６項に規定する委員が心身の故障のため職務の執行ができな

いと認める場合又は同項に規定する委員に職務上の義務違反その他委員たるに適し

ない非行があると認める場合においては、両議院の同意を得て、これを罷免すること

ができる。 

10 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

第４条 委員の任期は、２年とし、１年ごとに、その半数を任命する。 

２ 委員に欠員を生じたとき新たに任命された委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する審議が終了したときは、
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解任されるものとする。 

４ 専門委員は、当該専門の事項に関する審議が終了したときは、解任されるものと

する。 

 

第５条 中央協議会及び地方協議会に、それぞれ、公益を代表する委員のうちから委

員の選挙した会長１人を置く。 

２ 会長は、会務を総理し、それぞれ、中央協議会又は地方協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、第１項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を

代行する。 

 

（会議） 

第６条 中央協議会及び地方協議会は、正当な理由がある場合を除いては、６月に１

回以上開かなければならない。 

 

第７条 中央協議会及び地方協議会は、それぞれ、会長が招集する。 

２ 会長は、厚生労働大臣の諮問があつたとき、又は委員の半数以上が審議すべき事

項を示して招集を請求したときは、その諮問又は請求の日から、２週間以内に、それ

ぞれ、中央協議会又は地方協議会を招集しなければならない。 

 

第８条 中央協議会の公益を代表する委員は、会議の日程及び議題その他の中央協議

会の運営に関する事項について協議を行い、中央協議会の第３条第１項第１号及び第

２号に掲げる委員は、その協議の結果を尊重するものとする。 

２ 中央協議会が、第２条第１項第１号又は第２号に掲げる事項に係る答申又は建議

を行う場合には、あらかじめ中央協議会の公益を代表する委員が当該事項の実施の状

況について検証を行い、その結果を公表するものとする。 

 

（雑則） 

第９条 この法律に定めるもののほか、議事の手続その他中央協議会又は地方協議会

の運営に関し必要な事項は、政令で定める。 


